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F ACTORS PROMOTING SOCIAL P ARTICIP ATION 
IN PERSONS WITH MENTAL ILLNESS IN DAY CARE PROGRAMS 
北島謙吾
【要約]The purpose of this study was to identify the factors promoting social participation， as 
reflected by “finding occupation"， in persons with mental illness in Day Care programs. 
The conceptual framework of this study was modified from WHO: International Classification of 
Functioning and Disability， and consisted of the effects of daily activities， demographic factors， 
needs for social participation， and sta bility of symptoms on“finding occupation" in persons with 
mental illness. 
This research used a self-administered questionnaire to 130 persons with mental illness in Day 
Care programs in the comm uni ty . 
The major findings were as follows: 
1) The research participants who were finding occupation showed significantly higher positive 
responses to questions concerning such items as“keeping appointments"，“frequency of 
conversations with others"， and “seeking help when their symptoms intensified" than the 
participants not finding occupation. 
2) The best demographic factors in “finding occupation" were“work experience" even if it is 
not so long， and “less than two years after hospital discharge". 
3) Stepwise multiple logistic regression analysis showed that predictor factors for “finding 
occupation" include “frequency of conversation with others"，“seeking help when their 
symptoms intensified"， and “less than two ye訂 safter hospital discharge". 
Nursing in helping persons with mental illness to find an occupation includes: 
1) Assistance in keeping appointments with others in daily life， and promotion of communication 
skills by training progr田nsare needed. 
2) Assistance in coping， such as in seeking help when their symptoms intensified and 
promoting consultation with the support network are necessary. 
3) W ork experience and less than two years after hospital discharge are key factors to assist 
them. 
【キイワー ド]Mental illness (精神障害)，Social participation (社会参加)，Day Care programs (デイケア)
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1 . Eコ
わが国では，精神障害者に対する社会参加と自立に
向けた方策が近年まで十分なされてこなかった 1) そ
のため，病状が回復しても地域社会に帰る場が少なく，
いわゆる社会的入院として病院に留まったり，入退院
を繰り返す患者が多いとされてきた 2)これらの要因
としては，地域での精神障害者に対する機能回復訓練，
住居やホームヘルプサービス，雇用等を促進する法制
度の遅れが指摘されている 3)また，精神障害者や家
族も差別や偏見のため社会から閉じこもってきた結果，
彼らの生活実態やニーズが把握されず，地域ケア体制
の遅れに繋がったと報告されている 4) 
このような状況のなか，障害者も健常者と同等に地
域での生活を営むノーマライゼーションの理念により
「すべての障害者は社会を構成する一員として社会，
経済，文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会
を与えられるものとする」として， 1993年に障害者基
本法が定められた 5) 
さらに1995年には， I精神障害者の自立と社会経済
活動への参加の促進@援助」が，精神保健福祉法(精
神保健および精神障害者の福祉に関する法律)に主要
な柱として新たに位置付けられるに至った 6) 
そして，社会参加を支援する場としては，医療機関，
保健所等でのデイケア 9 小規模作業所などがよく知ら
れ，利用者も比較的多い7)全国精神障害者家族連合
会(全家連)の調査 (1993)によるとへ在宅の精神
障害者が利用している施設(制度)としては，病院@
保健所などのデイケア (24.9%)が最も多く，訪問指
導 (17.9%)小規模作業所 (16.7%)の順で，授産施
設 (2.1%)，職親制度(通院患者リハビリテーション
事業)(2.8%)は僅かである.このことから，在宅精
神障害者の社会参加を促進するためには，利用率の高
いデイケア通所者を対象として支援方法を研究するこ
とが必要と考えられる.支援方法の研究では，デイケ
アにおける通所者の特徴を把握し社会参加について論
じることが重要である.
デイケアでは社会参加支援の各種プログラムが展開
されているが 9)，それらのプログラムは主に精神障害
者の生活障害や対人関係の改善を目的とし，近年では
生活技能訓練 (SocialSkills Training)が注目され
てきている玖生活技能訓練は精神分裂病患者の社会
適応を改善し再発の危険を減らすことを目的とした
訓練で， 日本でもその成果が報告されている叫凶.
また，デイケアでも大半を占める精神分裂病圏の障
害者は，機能形態障害 (Impairment)，生活能力障害
(Disability) ，社会的不利益 (Handicap)を有する
といわれ，機能形態障害に対しては主に医学的治療が，
また社会的不利益に関しては，社会の支持組織を強化
することが必要であると報告されている 13) 生活能力
障害に対しては，生活のリズム，身だしなみ，生活環
境の整理整頓，金銭管理，社会資源の利用，対人関係
のとりかたなどの援助が必要であるとされている凶.
さらに，保健所デイケアでは生活能力障害および社
会的不利益に対し日常生活の再建や範囲の拡大，仲
間づくりによる地域社会での孤立化防止，より安定し
た就労に近づくことを主な活動目標として取り組みが
なされているω.
つまり，わが国のデイケアは精神障害者にとって臼
常生活能力の回復を促し労働への足がかりとしての
役割を果たしている.
精神障害者の日常生活能力については，デイケア，
保健所，共同作業所，入院施設，外来，など種々の場
で調査@報告されているがお)~181 日常生活能力の捉え
方は研究者によって異なっている四)20) また，精神障
害者の日常生活能力と社会参加との関連を論じた論文
は先行研究を概観するかぎり殆どない剖.
一方，労働支援に繋がる調査報告として，在宅の精
神障害者や家族が役立つとする社会資源は，身近に相
談できる専門家 (65.8%)，毎日通えるデイケアや作
業所 (53.5%)，家族教室 (50.8%)，何とか勤められ
る職場 (49.0%)等のJ[買にニーズが高い22) この報告
から，精神障害者の労働を支援するためには，身近な
相談者，デイケアや作業所，職場等が精神障害者にとっ
て有用な社会参加資源として応えていくことが必要と
いえる.
村田によると 2ペ労働は社会人として周聞から認め
られ，評価され， 自ら実感することに治療的意義があ
るという.また，精神保健福祉法においても，精神障
害者の社会参加として，経済活動への参加が定められ
ている.
以上のことから，デイケアは日常生活能力の改善に
加え，精神障害者の種々の社会参加形態の中でも重視
されている労働を支援する一つの場となっている.換
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係を及ぼし合っている生活状況へ，個人が関与するこ
とと定義されている.心身機能と構造とは，身体諸器
官の生理的または心理的機能および身体を構成する解
剖学的な各部位を表しまた，活動とは，個人の課題
遂行または行動を表している.さらに環境因子は，人々
が暮らしている物質的，社会的，態度的な環境から形
成され，参加，個人の活動の遂行，心身の機能や構造
に対して外界から影響を及ぼす.一方，個人因子は性
別，年齢，人種，生活習慣，職業，過去および現在の
経験などの個人の生活背景を表す.
換言すれば，機能障害や能力障害を抱えた個人ム
その個人の生活と活動が生起する背景との相互作用の
諸帰結によって，生活状況への関与，すなわち参加の
種類と程度が特徴づけられるといえる.
本研究ではこのモデ、ルを参考に，調査可能な項目変
数として，個人@環境因子を「対象特性j，心身機能@
活動を「日常生活活動j，参加を「新たな労働j，健康
状態を「病状の安定j，と置き換えて概念枠組に位置
II.研究の概念枠組み及び用語の定義 づけた.さらに， I社会参加への要望」を労働に影響
を及ぼす制変数として組み入れ，本研究の概念枠組み
1 .研究の擁念枠組み として再構成した(図 2). 
言すれば，精神障害者の社会参加を促進するためには，
各地域に普及し利用率の最も高いデイケア通所者の日
常生活能力，社会参加状況を調査分析し 日常生活能
力を高め，労働の促進に繋がる研究が重要といえる.
本研究では，労働を 1つの社会参加指標と位置づけ，
デイケア通所精神障害者の背景，社会参加への要望，
日常生活活動等から社会参加促進のための看護援助@
支援について考察する.
II.研究自的
本研究ではデイケア通所精神障害者を対象に， 日常
生活活動，対象特性，社会参加への要望，病状の安定
および新たな労働等の相互の関連性を分析し精神障
害者の日常生活活動，対象特性，社会参加への要望お
よび，病状の安定が労働に及ぼす影響を明らかにし
社会参加促進への看護援助を導き出すことである.
明国OのIntemationalClassification of Functioning 
and Disabilityにおける障害の概念図 24) (図1)を本 2 .用語の定義
研究の参考とした.WHOによる 25)と，参加とは健康 1 )日常生活活動
状態，心身機能，活動，および背景因子等と相互に関 「日常生活活動」とは，精神障害者が地域で日
匝鵠lthCo盟ditio盟 (Disord官官 or Di闘関)I 
lActivityj 
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?
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? ?
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(健康状態:障害/疾患)
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陣材開盟関脇1Factor~ 
(個人因子)
齢踏む闘争1動的関i
羽THO:Modelof Fundioning and Disability， Intemational Classification of Fundioning and Disability Beta-2 Draft Short Version ，24-25，1ヲ99
図1.本研究の参考とした概念枠組み
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図2.本研究の概念枠組み
常生活および社会生活を送るために必要な種々の
活動とした.
2 )新たな労働
「新たな労働」とは， この 1年間に新たに獲得
した職親，家事@手伝い等を含む常勤および非常
勤の労働とし調査以前からの継続的な労働は除
外した.
本研究では種々の社会参加形態のうち， I新た
な労働」を社会参加の指標とした.
3 )病状の安定
「病状の安定」とは，悪化および入院がなく，
1年間病状がほぼ安定している状態とした.
4 )社会参加への要望
「社会参加への要望」とは，精神障害者が社会
活動に参加する助けとなる社会資源および活動の
場等への要望とした.
N.対象および方法
1圃対象
近畿A地区の4保健所デイケアおよび東海B地区の
3保健所デイケアと 1精神病院付設デイケアの計8カ
所に通所している精神障害者を対象とした.
これらの対象者は第1回目に調査協力が得られた人
で，かつ，第2回目(第1回目調査の 1年後)に本人
から直接またはデイケア担当者から間接的に再調査で
きた人130人で、ある.
2 .方法
1 )第 l凹目調査方法
第1回目調査では，各保健所デイケアおよび病
院デイケアにおいて，通所者に調査の趣旨説明と
協力依頼を事前に行った.さらに，調査当日にも
同様の説明と協力の意思確認をした後，集団面接
による自己記入方式により調査を実施した.
2 )第2回目調査方法
第2回目調査は第 1凹自に調査した 1年後に実
施した.第1回目調査以降1年間の病状，労働状
況，対象特性の変化および生活上の出来事などに
ついて尋ねた.近畿A地区では，各保健所の担当
者が個別面接調査を実施した.東海B地区では，
各保健所およびデイケアにおいて集団面接調査を
行った.調査当日に不在であった者は後日個別商
接し転出者は当該保健所および病院デイケアの
担当者から開き取りによって調査した.
対象者130人のうち，集団面接または個別面接
により本人から直接追跡調査できた人数は109人
で，ヂイケア転出等のためデイケア担当者から聞
き取り調査をした人数は21人であった.
3)質問項目の内容と分類方法
本研究の分析に用いた質問項目は，表1に示し
た通りである.本研究では， I日常生活活動」と
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分析に用いた質問項目と分類方法表 1
:する， しない
しない
しない
:する， しない
:する， しない
:する， しない
:する， しない
:する， しない
動
有，無
:有，無
:有，無
:有，無
活
:する，
:する，
?
生日
特
:男，女
: 37歳未満， 37歳以上
:未婚，その他
:精神分裂病，その他
: 21歳未満"21歳以上
:有，無
: 2年未満，
: 2年未満，
:独居，同居
: 5人未満， 5人以上
: 30カ月未満
?
2年以上
2年以上
象
1 )性別
2)年齢
3)婚姻
4 )診断名
5 )初発年齢
6)入院歴
7)入院期間
8)退院後期間
9)居住形態
10)支援者数
11)デイケア通所期間
声す
しない
しない
しない
:する， しない
:する， しない
:する， しない
しない
:する，
:する，
:する，
:する，
30カ月以上
:有，無
:有，無
:有，無
:有，無
:有，無
:有，無
:有，無
:有，無 :する， しない
:する， しない
:する， しない
:する， しない
:する， しない
:有，無
変
:有，無
数自ヲ目
望要
:有，無
:有，無
:有，無
:有，無
:有，無
:有，無
の'^、
12)職歴
13)障害年金受給
14)生活保護受給
15)訪問看護・指導
16)作業所利用
17)授産施設利用
18)病院デイケア利用
19)職業訓練所利用
社会参加
20)保健所ヂイケア拡充
21)作業所の数・内容の拡充
22)職親の開拓・拡充
23)職業訓練所での技術習得
24)短時間労働可能な職場
25)専門家への相談拡充
本研究では，質問項目の妥当性・信頼性の検討
に基づき精神科デイケアおよび保健所デイケアで
担当者と修正を加えて調査を重ねた結果29)~ベ①
自主的起床，②定刻の就寝，③身繕い，④整理整
頓，⑤飲食への注意，⑥調理，⑦金銭管理，③交
通機関利用，①時聞を守る，⑬公共機関利用，⑪
自主的挨拶，⑫会話，⑬援助依頼，⑭断り，⑬感
情調整，⑬服薬，⑪休息，⑬悪化時の相談，⑬服
薬相談，⑫症状の受け止め等20項目がデイケア通
所者の日常生活活動をほぼ反映することが確認さ
51)新たな労働
して20項目から構成された質問紙を用いた.
質問紙は羽山， ) I同等の質問紙を参考に開発した
この
26)共同住居などの拡充
27)援護寮への入寮
28)憩いの家の様な居場所
29)年金・生活保護の拡充
戸年.
吊
30)飲食への注意
31)調理
32)整理整頓
33) 自主的起床
34)定刻の就寝
35)身繕
36)交通機関利用
37)時聞を守る
38)公共機関利用
39)金銭管理
40) 自主的挨拶
41)会話
42)援助依頼
43)断ること
44)感情調整
45)服薬管理
46)休息
47)悪化時相談
48)服薬相談
49)症状受け止め
50)病状の安定
れた.
「日常生活活動J20項自に関しては，する，時々
する，殆どしない， しない，の4段階で回答を求
め， Iする」群， Iしない」群に 2分類した. さら
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ものである.
羽山町は個人の身の回りの自己管理や生活行動
評価を中心とした①食事，②睡眠，③清潔と身だ
しなみ，④服薬管理，⑤健康管理，⑥家事，⑦お
金の管理，③余暇の過ごし方，①サービス期間の
利用，⑬交通機関の利用といった10項目からなる
評価尺度を開発したが，家族関係や友人関係は除
かれているのが特徴である.
川口はお)①食事，②個人衛生，①休息，④付き
合い，①安全といったセルフケアの要素から20項
目の自記式質問紙を用い，精神科デイケアでの調
査結果を報告している.
表 2. 日常生活活動20項目の因子抽出(バリマックス法)
日 片吊ι， 生 活 活 動 第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 第 4 因子 第 5 因子
B~ 薬 戸討t￥ 理 .郎8 .267 
日 自 主的起床 .713 .171 
時間を守 る .712 .207 
金 銭 戸回均 理 .553 .203 
課 休 怠 .日8 .269 
身 繕 し、 .492 .279 
感 情 調 整 .230 .589 
自 工t広〉 話 .204 .514 
定刻の就寝 .413 圃510
自主的挨拶 .389 回490
律 断 る 、〉一ー と .239 .443 
飲食への注意 .156 .385 
病 援 助 依 頼 一 .009 .373 
気 B~ 薬 相 炎ー .291 一 .085
管 悪化時相談 .267 .207 
理 症状受け止め .344 .124 
遂課 公共機関利用 .091 .094 
行題 交通機関利用 .110 .259 
技生 調 理 .022 .099 
能活 整 理 整 頓 .114 .065 
寄 与 率 (%) 16.610 10.428 
累積 寄与率 (%) 16.610 27.038 
に主因子法による因子抽出を行った結果，表2Vこ
示した通り①日課，②自律，①病気管理，④課題
遂行，⑦生活技能の 5因子が抽出された.また，
20項目のα信頼性係数は0.8829であった.
社会参加への要望は，①デイケア，②作業所，
①職親事業所，④職業訓練所，①短時間労働，⑥
専門家への相談の機会，⑦共同住居，③援護寮，
①憩いの家，⑩年金@生活保護等計10の質問に対
し，それぞれの拡充，開拓および修得などの要望
の有無を聞いた.支援者に関しては，大切な人，
あるいは必要とする人に関して，人数とその関係
を尋ねた.
対象特性のうち，項目番号2)の年齢， 5)の
初発年齢， 7)の入院期間， 8)の退院後期間，
10) の支援者数， 11)のデイケア通所期間等の数
量データは，中央値を基準に対象数をほぼ均等に
2分類した.
カテゴリーデータは，有無別または特性，形態
別に2分類した.カテゴリーが 3分類以上のデー
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.133 .079 一 .024
.089 .160 .087 
.376 .160 .040 
.105 .185 .128 
.277 .085 .050 
.434 一 .076 .209 
.159 .241 .115 
.117 .237 .222 
.050 .044 .127 
.180 .157 .168 
.338 .213 一 .199
.172 .010 .054 
.615 .058 一 .109
.509 .415 .052 
.494 .112 .151 
.472 .077 .096 
.111 .554 .120 
.027 .442 一 .036
一 .028 .093 .589 
.095 一 .000 圃574
8.938 4.980 4.804 
35.976 40.957 45.761 
タについては，項目番号3)の婚姻は「未婚Jと
「その他j(既婚@離別@死別)に， 4)診断名
は「精神分裂病」と「その他j(精神分裂病以外)
に分類した.
項目番号50)の病状の安定では，病状がほぼ安
定していたを「有j，悪化したもしくは入院した
を「無」に分類した.項目番号51)の新たな労働
は，調査以前から働いていた人を除き， I有」と
「無」に分類した.
4 )解析方法
(1) I日常生活活動j20項目および「社会参加へ
の要望j10項目を， I対象特性j19項目とそれ
ぞれクロス集計し関連性を検討した.
(2) I日常生活活動」および「対象特性」を，
「病状の安定」とクロス集計しそれぞれの関
連性を検討した.
(3) I新たな労働」と「対象特性j，I日常生活活
動j，I社会参加への要望j，I病状の安定」との
関連を検討しさらにロジスティック回帰分析
によってそれらの概念変数が「新たな労働」に
及ぼす影響を予測した.分析にはSPSS10.0J 
for Windowsを用いた.
V.倫理的配慮
本研究では，研究に関する倫理的配慮として以下の
手続きを踏んだ.
調査に先立ち，調査依頼書および研究計画書を各保
健所長またはデイケア責任者に提出し，説明の下同意
を得て実施した.
精神障害者の調査研究では対象者と調査者の人間関
係が最も優先されるべき事柄と考え，本研究では調査
に先だって対象者個々との関係形成に一定期間費やし
た(約1ヶ月間， 4'"'-' 5回の参加・支援). 
筆者が一定期間デイケアにて参加@支援した後，調
査1週間前に書面及び口頭での調査趣旨説明と協力依
頼を行った.対象者のプライパシーの保護，回答中断
の権利保障への説明を同時に行った.
調査当日に，再度口頭での調査趣旨説明と協力依頼，
および書面同意書による意志確認を行った.対象者の
プライバシーの保護，回答中断の権利保障への説明も
同時に行った.調査中は些細な意見@質問にも耳を傾
け，尊重する姿勢で対応した.
VI.結果
1 .対象者の撮要
本研究の分析対象者130人の概要は，表 3Vこ示した
通りである.
年齢階級別では，男は30歳代が，女は20歳代'"'-'40歳
代の占める割合が高かった.婚姻状態は，未婚者の割
合が73.8%と高く，既婚者は8.5%と低かった.この
傾向は男の方が女より顕著であった.離別者は女が男
の2倍多かった.
診断名では，精神分裂病が76.2%を占め最も多く，
次いで非定型精神病，てんかん，操欝病の順で，男女
共ほぼ同様の傾向を示した.その他の精神疾患では，
表3 対象者の概要
男 女 計人数(%)
66(50.8) 64(49.2) 130(100) 
年齢階級 29歳以下 16(24.2) 17(26.6) 33(25.4) 
30~39歳 29(43.9) 16(25.0) 45(34.6) 
40~49歳 11(16.7) 18(28.1) 29(22.3) 
50~59歳 7(10.6) 9(14.1) 16(12.3) 
60歳以上 3( 24.5) 4( 6.3) 7( 5.4) 
婚 女困 未婚 54(81.8) 42(65.5) 96(73.8) 
既婚 4( 26.1) 7(10.9) 11( 8.5) 
離別 6 ( 9.1) 12(18.8) 18(13.8) 
死別 2( 3.0) -3( 4.7) 5( 3.8) 
診断名 精神分裂病 49(74.2) 50(78.1) 99(76.2) 
牒欝病 2( 3.0) 2( 3.1) 4( 3.1) 
てんかん 3( 4.5) 2 ( 3.1) 5( 3.8) 
非定型精神病 5( 7.6) 8(12.5) 13(10.0) 
その他精神疾患 7(10.6) 2( 3.1) 9( 6.9) 
入院歴 無 5( 7.7) 8(12.5) 13(10.1) 
有 60(92.3) 56(87.5) 116(89.9) 
居住形態 独 居 15(23.1) 17(27.0) 32(25.0) 
家族と同居 50(76.9) 46(73.0) 96(75.0) 
職 歴 盤 4( 6.3) 9(14.5) 13(10.3) 
有 60(93.8) 113(89.7) 
障害年金 盤 39(59.1) 42(65.6) 81(62.3) 
有 27(40.9) 49(37.7) 
生活保護 盤 54(81.8) 46(71.9) 100(76.9) 
有 12(18.2) 18(28.1) 30(23.1) 
不明者は除いて集計した
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神経症4人，人格障害3人，精神遅滞， 自閉症が各 1
人であった.入院歴は約90%の人が有していた.
居住形態では，家族と同居している人が75%と多かっ
た.職歴のある人は89.7%であった.障害年金受給者
は37.7%であった.生活保護費受給者は23.1%であっ
7こ.
支援者との関係では，不明を除き調査票への最初の
記載は，親族89人，友人・知人・恋人21人，専門職@
恩師・同僚4人の順であった.
以上の概要から，対象者は男女ほぼ同数で， 40歳未
満，未婚，精神分裂病で入院歴があり，家族と同居の
割合が高かった.また職歴を有し，障害年金および生
活保護の受給割合は低い傾向にあった.
2 .対象者の特性
対象者の特性は，男女別，地区デイケア別に平均値
士標準偏差として表4-1，4-2に示しそれぞれ
男女間，各デイケア間で平均値の差の検定(t検定，
F検定)を実施した.
対象者の平均年齢は38.2歳で，男女間，各デイケア
聞に差はみられなかった.初発年齢は22.9歳で，男女
間で差はみられなかったが，各デイケア聞では差がみ
られた.
入退院状況では，入院回数は3.8回，入院期間は延
べ45月(3年9カ月)であった.退院後の期間は，
45.3月(約3年9カ月)であった.入院回数，入院期
間，退院後期間それぞれにおいて，男女間，各デイケ
ア間での差は無かった.
表 4-1 対象者の特性(男女別)
全体 男 女
N=130 n=66 n=64 
年 齢(歳) 38.2士11.5 37.2士10.4 39.3:.t12.6 
初 発 年 齢(歳) 22.9:.t 7.8 22.3:.t 7.0 23.6:.t 8.6 
入 院 期 間(月) 45.0士66.4 46 .5:.t53. 9 43.6土77.1
入 院 回 数(回)* 3.8士 3.6 4.4士 4.1 3.1士 2.9
退院後期間(月) 45.3士57.9 44.2士47.7 46.5士67.3
デイケア通所期間(月) 37.8:.t36.2 38.8士36.9 36.7士35.7
支 援 者 数(人) 4.9士 3.6 4.4:.t 3.2 5.4土 3.8
:pく0.05 t検定による(平均値±標準偏差)不明者は除いて集計
表4-2 対象者の特性(地区DC別)
近畿地区 東 海 地 区
全 体 保健所DC 保健所DC 病院DC
N=130 n=66 n=43 n=21 
年 齢(歳) 38.2:.t11.5 39 .2:.t11. 8 36.3士11.9 39.3士 9.6
初 発 年 齢(歳)*** 22.9:.t 7.8 24.3:.t 8.2 19.4::1:: 5.4 26.0:.t 8.6 
入 院 期 間(月) 45.0士66.4 46.7士57.5 50.3:1:89.2 29.1士35.3
入 院 回 数(回)* 3.8士 3.6 3.7士 2.7 3.5:.t 4.2 4.8土 4.6
退院後期間(月) 45.3士57.9 47.8士57.。 49.0:1:63.。 30.0土48.9
デイケア通所期間(月)* 37 .8:.t36.2 39.8土34.4 42.9土42.8 19.2:.t16.2 
支 援 者 数(人)*** 4.9:.t 3.6 6.2土 3.8 3.9:1: 3.0 3.1土 2.2
* . pく0.05 ***: pく0.001 F検定による(平均値±標準偏差)不明者は除いて集計 DC:デイケア
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デイケアへの通所期間は， 37.8月(約3年2カ月)
で，各デイケア間で差がみられた.支援者数は約5人
で，各デイケア間で差がみられた.
以上の平均値特性から，対象者の年齢は30代後半，
入院期間は4年未満，入院回数は4田未満，退院後期
間は4年未満で，調査地区間に有意な差はみられなかっ
た.一方，初発年齢では東海地区の保健所デイケアの
値が，デイケア通所期間では同地区の病院デイケアの
値がそれぞれ低かった.支援者数では近畿地区の保健
所デイケアでの値が高い結果となった.
3 .日常生活活動と対象特性との関連
日常生活活動を日課， 自律，病気管理，課題遂行，
生活技能の枠組みのj[原に並べ替え， IするJ人の割合
および関連する対象特性を表5-1，表5-2に示し
た. 20項目中15項目で， Iする」と回答した人の割合
が50%を上回った.割合の高い順では，服薬管理，自
主的起床，時聞を守る，金銭管理等が70%以上を占め
た一方，調理，援助依頼，整理整頓，公共機関利用，
交通機関利用等は50%を下回った. 婚姻状態の 1項
目を除き，対象特性18項目とクロス集計し関連性を検
討た.婚姻状態を除いたのは，予備分析から居住形態
でその特性を代表化できると判断したためである.そ
の結果， 日常生活活動は，性別，年齢層，居住形態，
初発年齢，診断名，入院歴有無，デイケア通所期間，
支援者数，障害年金有無，生活保護有無等33の項目間
で有意な関連がみられた.
4 .社会参加への要望と対象特性との関連
社会参加への要望を，要望する人の割合の高い順に
並べ替え，対象特性とクロス集計し関連した5項目を
表6に示した.
要望の高い項目は，職業訓練所，デイケア，相談拡
表5-1 日常生活活動をする人の割合および対象特性との関連(以下の各変数との χ2検定)
日常生活活動を「する J人の割合(%)
日常生活活動項目 性 年齢 37歳 居住形態 初発年齢21歳 診 断 名
全体
男 女 未満・以上 独居・同居 未満・以上 分裂病・その他
服薬管理 89.9 92.3 87.3 87.5 92.3 90.6 90.5 93.7 88.9 89.8 90.3 
自主的起床 84.6 80.3 89.1 76.1 92.4* 90.6 83.3 79.7 90.5 84.8 83.9 
時間を守る 83.6 81.8 85.5 77.8 89.2 87.1 83.2 82.5 87.1 84.5 80.6 
日 課
金銭管理 73.6 63.6 84.1** 64.1 83.1* 87.1 69.8 67.2 80.6 73.5 74.2 
体 ，息 71. 9 66.777.4 64.1 79.7 74.2 71.6 73.0 71.0 71.1 74.2 
見 繕 し、 68.0 61.5 74.6 66.7 69.2 78.1 66.0 67.7 69.8 66.3 73.3 
感情調整 59.7 56.1 63.5 56.3 63.1 71.9 56.8 46.0 73.0** 61.2 54.8 
Iヨ三』五 話 55.0 57.6 52.4 64.1 46.2* 51.6 56.3 59.4 53.2 56.1 51.6 
定刻の就寝 65.1 59.1 71.4 57.8 71.9 62.5 67.4 61.9 67.7 69.4 51.6 
自 律
自主的挨拶 66.7 65.2 68.3 67.2 66.2 71.9 65.3 66.7 66.7 63.3 77.4 
断ること 67.7 69.7 65.6 66.7 68.8 71.9 66.7 67.2 69.8 69.1 63.3 
飲食への注意 54.3 50.0 58.7 48.4 60.0 62.5 52.6 42.9 65.1* 55.1 51.6 
援助依頼 44.5 45.5 43.5 46.9 42.2 38.7 46.3 47.6 40.3 44.3 45.2 
服薬相談 62.2 65.2 59.0 61.9 62.5 67.7 59.6 54.0 72.1* 62.5 61.3 
病気管理
悪化時相談 56.3 54.5 58.1 62.5 50.0 45.2 58.9 55.6 58.1 59.2 46.7 
症状受け止め 65.1 60.8 69.8 56.3 73.8* 75.0 62.1 61.9 69.8 64.3 67.7 
公共機関利用 48.1 48.5 47.6 29.7 66.2*** 87.5 35.8*** 34.9 60.3** 44.9 58.1 
課題遂行
交通機関利用 48.4 51.5 45.2 46.9 50.0 56.7 44.8 42.2 57.4 49.5 45.2 
調 理 42.6 42.4 42.9 31.3 53.8* 71. 9 33.7*** 38.1 47.6 37.8 58.1* 
生活技能
整理整頓 45.0 34.8 55.6* 35.9 53.8* 59.4 41.1 36.5 52.4 42.9 51.6 
N 130 66 64 64 66 32 96 63 64 99 31(人)
* : pく0.05 **: pく0.01 ***: pく0.001 (不明者は除いて検定した)
-57-
表5-2. 日常生活活動をする人の割合および対象特性との関連(以下の各変数との χ2検定)
日常生活活動を「する」人の割合(%)
日常生活活動項目 入 院 歴 DC通所30ヵ月 支援者 5人 障害年金 生活保護
全体
未満・以上 有無 有 未満・以上 盤 無 @ 有
服薬管理 89.9 69.2 92.2** 90.9 88.3 87.5 93.1 88.6 92.0 90.1 89.3 
自主的起床 84.6 92.3 83.6 83.3 86.9 83.1 86.2 83.5 86.3 84.3 85.7 
時間を守る 83.6 58.3 86.1* 82.8 83.6 71. 9 96.6*** 82.1 86.0 82.2 88.9 
日 課
金銭管理 73.6 84.6 73.0 67.7 78.7 73.4 77.6 70.5 78.4 71.6 81.5 
休 '自己4、 71.9 76.9 71.9 66.2 76.7 65.1 82.8* 71.8 72.0 68.3 85.2 
身 繕 し、 68.0 50.0 70.4 68.2 66.1 60.3 77.6* 56.3 63.1 71.9 56.8 
感情調整 59.7 61.5 59.1 60.6 56.7 65.6 56.9 69.6 44.0*** 54.5 78.6* 
1ZL ミ 話 55.0 92.3 51.3** 60.0 47.5 56.3 55.2 57.5 1.0 57.0 48.3 
定刻の就寝 65.1 53.8 66.1 66.7 63.3 65.6 72.4 67.9 60.4 62.6 73.3 
自 律
自主的挨拶 66.7 84.6 65.2 71.2 60.0 60.974.1 72.2 58.0* 62.4 82.1* 
断ること 67.7 58.3 68.4 78.1 55.0** 70.3 66.7 72.2 60.4 67.7 67.9 
飲食への注意 54.3 46.2 55.7 48.5 60.0 53.1 53.4 62.0 42.0 48.5 75.0** 
援助依頼 44.5 38.5 45.6 50.8 35.0 44.4 43.1 47.4 40.0 43.6 48.1 
服薬相談 62.2 58.3 62.3 66.2 55.9 61.3 60.3 62.3 62.0 58.0 77.8 
病気管理
悪化時相談 56.3 53.8 56.1 58.5 51. 7 46.0 69.0* 57.7 54.0 55.0 60.7 
症状受け止め 65.1 53.8 67.0 68.2 63.3 59.4 72.4 68.4 60.0 61.4 .78.6 
公共機関利用 48.1 38.5 49.6 47.0 48.3 50.0 44.8 45.6 52.0 38 . 6 82. 1 * * * 
課題遂行
交通機関利用 48.4 69.2 46.5 45.3 49.2 46.0 48.3 53.2 41.2 45.5 59.3 
調 理 42.6 38.5 43.5 39.4 46.7 37.5 50.0 43.0 42.0 36.6 64.3** 
生活技能
整理整頓 45.0 46.2 45.2 36.4 55.0* 37.5 56.9* 46.8 42.0 40.6 60.7 
N 130 13 116 66 61 69 58 81 49 100 30(人)
* : pく0.05 **: pく0.01 ***: pく0.001 (不明者は除いて検定した)
DC:デイケア
表 6.社会参加への要望をする人の割合および対象特性との関連(以下の各変数との χ2検定)
要望する人の割合(%) 
社会参加 性 診 断 名 入 院 歴 支援者 5人 職 歴への要望 全体
男・女 分裂病・その他 盤 有 未満・以上 無 有
職業訓練所 55.0 55.4 54.7 52.0 64.5 69.2 53.0 61.5 48.3 38.5 56.3 
デイケア 54.3 66.2 42.2** 45.9 80.6** 84.6 50.4* 61.5 44.8 15.4 58.9** 
相談拡充 51.9 50.8 53.1 48.0 64.5 76.9 48.7 61.5 43.1* 15.4 55.4** 
職 親 51.2 47.7 54.7 46.9 64.5 76.9 48.7 60.0 43.1 30.8 53.6 
憩いの家 51.2 49.2 53.1 45.9 67.7* 61.5 49.6 58.5 39.7* 61.5 50.0 
年金生保 50.4 56.9 43.8 42.9 74.2** 69.2 48.7 60.0 39.7* 23.1 54.5* 
時間労働 48.8 49.2 48.4 46.9 54.8 61.5 47.0 56.9 36.2* 38.5 50.0 
共同住居 48.1 46.2 50.0 42.9 64.5* 46.2 47.8 55.4 43.1 30.8 50.9 
作 業 所 45.7 44.6 46.9 40.8 61.3* 69.2 42.6 53.8 37.9 15.4 49.1* 
援 護 寮 39.1 40.0 38.1 36.7 46.7 38.5 38.6 47.7 29.8 30.8 39.6 
N 130 66 64 99 31 13 116 69 58 13 113(人)
* : pく0.05 **: pく0.01(不明者は除いて検定した)
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充，職親，憩いの家，年金・生活保護等のJ[原で50%を
上回った.一方，援護寮，作業所，共同住居，時間労
働等は要望が50%を下回った.
5 .病状の安定に関連した因子
第1回目調査から第2回目調査の間，ほぼ病状が安
定していた人は99人で、あった.一方，病状の恵化がみ
られた人は31人で，そのうち入院に至った人は11人で、
あった.また，第2回目調査時点における入院者は 2
人であった.全項目の内，病状の安定との関連がみら
れた項目は表7に示した通り，居住形態， 自主的挨拶，
公共機関利用であった.
1 )居住形態
居住形態では，病状の安定していた群は家族と
の同居割合が80.4%，病状の悪化した群では同居
割合が58.1%と，両群に有意な差異がみられた.
2 )自主的挨拶
自主的挨拶では，病状の安定していた群では，
「する」と回答した人の割合 (71.4%)が，悪化
した群 (51.6%)に比べて高く，両群に有意な差
異があった.また， 1年間に病状が悪化した割合
は，自主的挨拶を「するj群では18.6%で，自主
的挨拶を「しない」群 (34.9%)より低かった.
3 )公共機関の利用
公共機関の利用では，病状の安定していた群で
は， Iする」と回答した人の割合 (41.8%)が低
かったが，病状の悪化した群で、はその割合 (67.7
%)が高く，両群に有意な差異がみられた.
これらの結果から，病状の安定に影響する項目
は，居住形態(同居群)， 自主的挨拶(する群)
であったが，一方，公共機関の利用では，する群
で病状の悪化した割合が高かった.
6 .新たな労働に影響した因子
ここでは，第1回目調査時点で既に働いていた3人
を除き， 127人を分析対象とした.第 1回目調査から
第2回目調査までの 1年間に新たに働いた人は28人
(22.4%)であった.その内訳は，アルバイト15人，正
社員 8人，家事@手伝い 2人，その他(不明) 3人で
あった.
新たな労働と「対象特性j，I司常生活活動j，I社会
参加への要望j，および「病状の安定」との関連につ
いては表8-1，8-2， 8-3に示した通り，職歴
の有無，退院後期間，持闘を守る，会話，悪化時の相
談等5項目であった.
1 )退院後期間
退院後期間では，新たに働いた群は，退院後2
年未満の人の割合が60.9%を占めたが，一方，働
かなかった群で、は退院後 2年未満の人の割合が
33.3%で，労働有無との聞に有意な関連性が認め
られた.
2)職歴
職歴の有無では，新たに働いた群は，全員が過
去に職歴を有し，働かなかった群との割合に有意
な差異がみられた.
3 )時間を守る
時間を守るでは，新たに働いた群は「する」と
回答した人の割合は100%を占めたが，働かなかっ
表 7.病状の安定と関連した変数
関 連 変 数
病状の安定
有 無(%) p値 (χ2検定)
人 数
N=130 
n=ご99 n =31 
居住形態 独 居 19(19.6) 13(41. 9) 0.012 128 
同 居 78(80.4) 18(58.1) 
自主的挨拶 す る 70(71. 4) 16(51.6) 0.041 129 
しない 28(28.6) 15(48.4) 
保場騎fl間 す る 41 (41. 8) 21(67.7) 0.012 129 
しない 57(58.2) 10(32.3) 
(%)は各クロス表の列を表示
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表8-1 .新たな労働と対象特性との関連
新 Tこ な !芳 働
対 象 特 性 有 無(%)
p 値 (χ2検定または 人 数
Fisher直接確率法) N=127 
n =28 n =99 
性 思リ 男 12(42.9) 52(52.5) 0.366 127 
女 16(57.1) 47(47.5) 
年 齢 37歳未満 17(60.7) 46(46.9) 0.199 126 
37歳以上 11(39.3) 52(53.1) 
婚 ま因 未婚 21(75.0) 73(73.7) 0.893 127 
その他 7(25.0) 26(26.3) 
診 断 名 分裂病 20(71.4) 79(79.8) 0.346 127 
その他 8(28.6) 20(20.2) 
初発年齢 21歳未満 15(53.6) 48(50.5) 0.777 123 
21歳以上 13(46.4) 47(49.5) 
入 院 歴 盤 3(11.1) 10(10.1) 0.878 126 
有 24(88.9) 89(89.9) 
入院期間 2年未満 10(40.0) 35(40.7) 0.950 111 
2年以上 15(60.0) 51(66.7) (入院歴無は除く)
退院後期間 2年未満 14(60.9) 27(33.3) 0.028 104 
2年以上 9(39.1) 54(66.7) (入院歴無は除く)
居住形態 独居 6(21.4) 25(25.8) 0.639 125 
同居 22(78.6) 72(74.2) 
支 援 者 5人未満 10(37.0) 53(57.0) 0.068 120 
5人以上 17(63.0) 40(43.0) 
D C通所 30ヵ月未満 19(70.4) 47(48.5) 0.051 124 
30ヵ月以上 8(29.6) 50(51.5) 
職 歴 盤 O( 0.0) 13(13.7) 0.038 123 
有 28(100 ) 82(86.3) 
障害年金受給 盤 20(71.4) 60(60.6) 0.295 127 
有 8(28.6) 39(39.4) 
生活保護受給 盤 24(85.7) 74(74.7) 0.222 127 
有 4(14.3) 25(25.3) 
訪問看護指導 無 17(60.7) 70(72.2) 0.246 125 
有 11(39.3) 27(27.8) 
作業所利用 盤 16(57.1) 55(56.7) 0.967 125 
有 12(42.9) 42(43.3) 
授産施設利用 無 28(100 ) 97(99.0) 0.592 126 
有 O( 0.0) 1( 1.0) 
病院DC利用 無 24(85.7) 76(78.4) 0.391 125 
有 4(14.3) 21(21.6) 
職業面勝間刑用 無 26(92.9) 95(96.9) 0.329 126 
有 2( 7.1) 3( 3.1) 
DC:デイケア (%)は各クロス表の列を表示
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表8-2.新たな労働と日常生活活動との関連
新 た な 労 働
日常生活活動 有 無(%)
n =28 n =99 
服薬管理 「する」 26(92.9) 87(89.8) 
自主的起床 「する」 23(82.1) 84(84.8) 
時間を守る 「する」 28(100 ) 77(79.4) 
金銭管理 「する」 20(71.4) 75(76.5) 
休 患 「する」 18(64.3) 72(74.2) 
身 繕 し、 「する」 23(82.1) 62(63.9) 
感情調整 「する」 16(57.1) 60(61. 2) 
£τE』  話 「する」 22(78.6) 46(46.9) 
定刻の就寝 「する」 19(67.9) 64(65.3) 
自主的挨拶 「する」 22(78.6) 61(62.2) 
断ること 「する」 22(78.6) 63(65.6) 
飲食への注意 「する」 17(60.7) 51(52.0) 
援助依頼 「する」 15(53.6) 41(42.3) 
服薬相談 「する」 21(75.0) 55(57.3) 
悪化時栢談 「するJ 21(77.8) 49(50.0) 
症状受け止め 「する」 19(67.5) 63(64.3) 
公共機関利用 「する」 17(60.7) 42(42.9) 
交通機関利用 「する」 16(57.1) 44(45.5) 
調 理 「する」 12(42.9) 40(40.8) 
整理整頓 「するJ 9(32.1) 48(49.0) 
た群は79.4%で，両群の割合にに有意な差異がみ
られた.
4 )会話
会話では，新たに働いた群は， Iする」と回答
した人の割合は78.6%を占めたが，働かなかった
群は46.9%と低く，両群の割合に有意な差異がみ
られた.
5 )悪化時の相談
悪化時の相談では，新たに働いた群は， Iする」
と回答した人の割合は77.8%を占めたが，働かな
かった群は50.0%で，両群の割合に有意な差異が
認められた.
以上の結果から，新たな労働に影響する項目は，
退院後期間(2年未満)，職歴.(有)，時間を守る(す
る群)，会話(する群)，悪化時の相談(する群)であっ
Tこ.
p 値 (χ2検定または 人 数
Fisher直接確率法) N=127 
0.731 126 
0.729 127 
0.007 125 
0.622 126 
0.302 125 
0.106 125 
0.697 126 
0.005 126 
0.802 126 
0.120 126 
0.250 124 
0.417 126 
0.289 125 
0.123 124 
0.015 125 
0.824 126 
0.095 126 
0.272 125 
0.847 126 
0.114 126 
(%)は各クロス表の列を表示
7 .口ジスティック回帰分析による労働への影響予測
「新たな労働」を目的変数に， 日常生活活動から
「時間を守るj，I会話j，I悪化時相談j，対象特性か
ら「居住形態j，I職歴j，I退院後期間j，社会参加へ
の要望から「職業訓練所j，I職親j，I時間労働j，お
よび「病状の安定j，計10個の説明変数を投入しロジ
スティック回帰分析を行い， これらの変数が労働に及
ぼす影響を予測した.
その結果， I会話j，I悪化時の相談j，I退院後期間」
が有意な値を示し，新たな労働に影響を及ぼすことが
予測された(表9). 
8.新たな労働に影響を及ぼす変数閣の関係
説明変数相互の関係および目的変数への影響を「変
数間の関係」として図式化し，図 3に示じた.新たな
労働に対しては， 日常生活活動から「時間を守る」す
なわち日課， I会話」すなわち自律， I恵化時相談」す
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表8-3.新たな労働と社会参加への要望、病状の安定の関連
新 た な 労 働
社会参加への要望 有 無(%)
p 値 (χ2検定または 人 数
Fisher直接確率法) N=127 
n =28 n=99 
職業訓練所 生産 11(39.3) 45(45.9) 0.667 126 
有 17(60.7) 53(54.1) 
デイケア 金歪 12(42.9) 47(48.0) 0.673 126 
有 16(57.1) 51(52.0) 
相談拡充 盤 18(64.3) 44(44.9) 0.088 126 
有 10(35.7) 54(55.1) 
職 親 毎 14(50.0) 49(50.0) 1.000 126 
有 14(50.0) 49(50.0) 
憩いの家 担 15(53.6) 48(49.0) 0.831 126 
有 13(46.4) 50(51.0) 
年金生保 盤 15(53.6) 49(50.0) 0.831 126 
有 13(46.4) 49(50.0) 
時間労働 担 12(42.9) 54(55.1) 0.288 126 
有 16(57.1) 44(44.9) 
共同住居 盤 10(35.7) 56(57.1) 0.055 126 
有 18(64.3) 42(42.9) 
作 業 所 盤 17(60.7) 52(53.1) 0.524 126 
有 11 (39 .3) 46(46.9) 
援 護 寮 無 17(60.7) 58(59.8) 0.930 125 
有 11(39.3) 39(40.2) 
病状の安定 盤 6(21.4) 24(24.2) 0.752 127 
有 22(78.6) 75(75.8) 
(%)は各クロス表の列を表示
表 9.新たな労働へ影響した変数
目的変数 説明変数 オッズ比 P {I底 95%信頼区間
新たな労働 乙ヱ2』Z 言吉 5.573 0.007 1.590'"'-'19.534 
悪化時相談 3.886 0.037 1.086'"'-'13.912 
退院後期間 0.313 0.040 0.103~ 0.948 
(ステップワイズ法によるロジスティック回帰分析)
なわち病気管理が，対象特性からは「職歴j，I退院後
期間」が影響を及ぼした変数として検出され，本研究
概念聞の関係が認められた.また， ロジスティック回
帰分析からも「会話j，I悪化時相談j，I退院後期間」
が有意な値を示した変数として選択された.
対象特性では， 日常生活活動および、社会参加への要
望との間にそれぞれ33変数および15変数が有意な関連
を示し研究概念相互の関係が認められた.
さらに病状の安定に対しては，対象特性のうち「居
住形態」が， 日常生活活動のうち「自主的挨拶j，I公
共機関利用jが有意な関連を示した.
一方，病状の安定および社会参加への要望は，新た
な労働に直接影響を及ぼす変数としては検出されなかっ
7こ.
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図3.本研究の概念変数聞の関係
四箇考察
1 .ヂイケアに占める在宅精神障害者について
全家連調査による精神障害者8322人の実態としては，
精神分裂病の占める割合が高く， 20歳代前後に初発し，
3回以上の入院歴を有する者の割合が高いと報告され
ている却.本研究においても，表3，表4-1，表4
2に示した通り，精神分裂病が76.2%と高く，初発
年齢は22.9歳で，入院回数は3.8回と同様の特性を有
していた.
デイケアに通う精神障害者は，在宅精神障害者の
24.9%を占め，通所授産施設 (2.1%)，職親事業所
(2.8%)等の法定施設に比較すると利用率は非常に
高く机%に在宅の精神障害者を対象とした調査では代
表的な施設と考えられる.従って，在宅精神障害者の
日常生活および社会参加を検討するには，デイケア利
用者の特性を把握し予後を見極めて支援方策を構築
することが重要となる.
本研究では，統計的安定を図るため 8カ所のデイケ
ア通所者を 2地区から調査しサンプル集団の規模を
拡大した.この調査方法をとったことによる対象者の
特性の偏りが懸念されたため，表4-2vこ示した対象者
特性の数量データから各デイケア間の差異を検討した.
初発年齢では東海地区の保健所デイケアの値が，通所
期間では同地区の病院デイケアの値が各々低く，支援
者数では近畿地区の保健所デイケアでの値が高い結果
となった. しかしながら，年齢，入院期間，入院回数，
退院後期間等の主だった特性に関しては，調査地区の
違いによる有意差はみられず，特性の偏りも比較的少
なかったと考えられる.
2 .日常生活活動を促進する看護援助について
1 )精神障害者が困難とする日常生活活動
精神障害者が困難な活動として障害者から申告
された日常生活活動は，食事の準備，洗濯@掃除@
整理整頓，規則的な生活リズム，金銭の管理，公
共機関・施設の利用，自ら人と付き合う，心配事
を人に相談すること等であった制.
本対象においても調理，整理整頓，公共機関の
利用，人への援助依頼等を「する」割合が半数を
下回り，精神障害者が困難とする活動とほぼ同様
の傾向が把握されたため， これらの日常生活活動
への援助を以下に検討した.
-63-
「調理」は居住形態との関連が強く，独居の群
では7割が「する」と回答し障害者が調理の家
事役割を担う結果と考えられた.一方，家族との
同居群では調理をする人が 3割に過ぎず， I調理」
を家事役割として殆ど担っていないことが示され
た. したがって，デイケアプログラムにおける事ヰ
理教室では，現在調理を担う機会の少ない居住形
態にある精神障害者に対しても，定期的に「調理」
の場を提供し食生活の自立に向けた援助が必要で
あるといえる.
「整理整頓Jは他の日常生活活動に比べて相当
低い傾向にあった. このことは，精神障害者が困
難とする事柄とも一致し本研究結果からは支援
者の少ない，若年の男性に対する「整理整頓」へ
の援助の必要性が明らかとなった.特に，困難を
抱えた独居者や孤立傾向の精神障害者に対しては，
求めに応じたホームヘルプサービスが課題といえ
る.
「援助依頼Jは，対象特性との関連は特にみら
れなかったが，病気管理の中では「するJ割合が
最も低いため，援助を依頼できる人間関係とコミュ
ニケーション技術獲得への支援が考えられる.
2)精神障害者の特性に応じた援助
(1) 初発年齢
精神障害者は発病年齢が若い程社会適応が悪
いとされているためお)， I公共機関利用Jのみ
ならず「感情調整j，I服薬相談j，I飲食への注
意」等の日常生活活動においてもこの特徴が反
映し， Iする」人の割合が低くなったといえる.
発病時期が若い人に対しては，デイケアでの日
課や課題を共に遂行する中で適宜役割モデ、ルを
示し残存する健康面に積極的に関わることに
よって日常生活活動を整え，必要に応じて援助
することが求められる.
(2) 居住形態
「居住形態」は障害者の家族背景，年齢およ
びライフサイクル，自活能力などの影響を強く
受けると考えられる.独居者では必然的に日常
生活活動を家族の援助なしに独力で担わねばな
らず，家族との同居者に比べ， Iする」割合が
高かった.特に「公共機関の利用Jや「調理」
は，同居の家族が担えば障害者がする割合は当
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然低くなるといえる.
一方，個人的な日課や自律性を伴う日常生活
活動は，家族が障害者に代わって担うことが困
難な事柄といえる.そのため， これらの活動で
は「居住形態」による差がみられなかったと考
えられる.
結果には示していないが，独居者の年齢は家
族との同居者に比べて有意に高く，年齢が高く
なるにつれ親や同胞と別れて独居する傾向が強
まるといえる.そのため，現在親や同胞と同居
中の人においても将来の自活に備え， I公共機
関の利用」ゃ「調理」等が定期的に担えるよう
デイケア活動を通して支援することが必要と考
えられる.さらに，家庭内でもこれらの役割が
適宜担えるよう家族に対する働きかけが求めら
れる.
(3) 支援者数
一般に支援者数が多いほど，心身の健康や問
題解決に良い影響を及ぼすとされる 37) 本研究
においても支援者の多い群で， I休息j，I悪化
時相談j，I身繕いj，I整理整頓j，I時間を守る」
等を「するJ人の割合が，支援者の少ない群に
比べ有意に高く，心身の機能や問題解決等に関
わるこれらの日常生活活動に影響したと考えら
れる.
精神障害では，健常者に比べ人付き合いの範
囲が狭く，支援者の殆どが家族を中心とした数
人と少ない傾向にあることが報告されている制.
したがって，現在のネットワークと支援者を把
握し障害者が安心出来る仲間や相談相手を家
族以外から獲得できるよう援助することが重要
である.
3) 日常生活活動の特徴に応じた援助
(1) 日課
本研究結果から， I自主的起床j，I身繕いj，
「金銭管理j，I時間を守るj，I服薬管理J等を
日課として「する」割合は高く，デイケアへの
通所は規則的な生活リズムおよび病状の安定に
寄与していることが示唆された.さらに，デイ
ケアへの通所を通して対人関係の幅が広がれば
人に会う場や機会が増大し身繕いも役割行動
として動機付けられるためペ通所への支援は
デイケアにおいて必須といえる.
「時間を守る」ことをする割合は高く 8割を
越えたが，入院歴の無い群では入院歴のある群
に比べて有意に低かった. これは，本対象者の
特性からも明らかなように精神科の入院が長期
に及んだため，入院生活のなかで「時聞を守る」
ことがある程度習慣化され，入院歴の無い群と
の差異に繋がったと考えられる.
「時間を守る」ことは新たな労働を促進し
5人以上の支援者を持つ人は「時間を守る」こ
とをする割合が有意に高いため，支援者との関
係を大切にする中で時間が守れるよう援助する
事が必要である.
一方?支援者数と入院歴の有無とに関連はみ
られなかったことから， I時間を守る」ことは
支援者数，入院歴の有無と個別に関連すること
が示された.
「服薬管理」を「する」人の割合は 9割と日
常生活活動の中では最も高く，精神障害者にとっ
ては病状の安定および再発予防に不可欠な日課
と考えられる.対象者の大半は入院摩があり，
「服薬管理Jをする割合も入院歴のない人に比
べ有意に高いため，入院によって規則的な服薬
行動が習慣化してきたと考えられる.一方，入
院歴の無い人では「服薬管理jをする割合が低
く，外来および訪問看護等によって，服薬管理
に対する援助がより重要といえる.
「休息」とは，疲れた時には早めに休むこと
であるが，支援者が多く対人関係の幅が広い人
は，人との交流を通して対人的な緊張や疲労も
高まると考えられ，疲れを自覚して早めに休む
ことが示唆される. したがって，対人関係の範
囲や疲れ易さ等の精神障害者の特性把握が援助
につながる.
(2) 自律
精神障害は，対人関係の障害を併せ持つこと
が多いためω)，I会話J，I感情調整J，I自主的
挨拶」等ができる事は，社会生活を送る上で重
要と考えられる。特に「会話Jは，新たな労働
に対して強い影響を及ぼすことがロジスティッ
ク回帰分析でも示されたため， I会話Jの苦手
な傾向にある37歳以上の群には，デイケアでの
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話し合いや会話技能向上に向けた訓練等のプロ
グラムを41)取り入れ，支援することが新たな労
働に寄与するといえる。さらに?ヘルパーとの
人間関係を基盤とした精神障害者ホームヘルプ
サービスは，人付き合いやコミュニケーション
の向上に寄与するとされ臼) I会話jが苦手で、
日常生活の支援を要する人に対してのホームヘ
ルプサービスの拡大が有効である.
「感情調整」とは文字通り自分の感情を適切
にコントロールする自律性と関係し人付き合
いにも影響を及ぼすといえる.I感情調整Jが
苦手な人へは?自己の感情を明瞭@率直に表現
できる技能の獲得や再獲得への援助が必要とい
われている制，本調査対象では感情(気分)障
害を主症状とする操欝病札制は4人 (3.1%)
であづたため，診断名が結果に影響を与えた可
能性は殆ど無かったといえる.一方，精神分裂
病では，むしろ感情の平板化や感情鈍麻等が慢
性期にみられることがあるため46)，ベ自記式回
答で自己の感情を評価するには一部眼界があっ
たことは否めない。 したがって，実際の対入場
面からも感情表出を観察評価する事が課題であ
る.
「自主的挨拶jは人付き合いにおいて初歩的
なコ之ュニケーションであり，また，デイケア
活動の目的の一つである「仲間づくりJ必)の効
果によって各項目の中で「する」人の割合が最
も高かった考えられる a さらに「自主的挨拶」
を「する」は，病状の安定と関連することが結
果から示されたため， 自主的挨拶の有無を病状
との関連から捉えて援助することが必要である.
(3) 病気管理
「悪化時の相談」とは，調子の悪いとき人に
相談することで， 5人以上の支援者を持つ人は
「悪化時の相談」をする割合が有意に高く，相
談できる一定のサポートネットワークが存在し
ていることが示された.また「悪化時の相談」
は，新たな労働に対して強い影響を及ぼすこと
がロジスティック回帰分析からも示されたため，
この種の対処行動と迅速に相談に応じられるサ
ポートネットワークの確立への支援が就労援助
につながる.
「症状の受け止め」は障害者の疾患受容過程
や精神分裂病の経過と深く関係するため軌 50)，
再発を繰り返し症状に悩まされる等の経験を
も尊重し，症状の受容に至る過程を見守ること
が大切である.
また，医師に対する「服薬相談」では，特に
初発年齢の若い群で「する」割合が低いため，
服薬に対するニーズを把握し個別な援助が求め
られる.
(め課題の遂行
「公共機関利用」とは，郵便局，銀行，市役
所等に行って用を足すことであるが，多くの精
神障害者は，公共機関や金融機関等の利用に自
信が持てず，援助も必要とされている 51)
本研究では「公共機関の利用Jvこ加え，電車
やパス等の「交通機関の利用」による外出も
「する」人の割合が半数を下回ったため，デイ
ケアにおいて外出プログラム等の活用を通して，
課題遂行への支援をすることが求められる.適
宜，郵便局や銀行に出かけることで，入出金，
振り込み等の利用にも慣れ親しみ， 自信が持て
るような援助が重要である.同様に交通機関を
活用した外出は，精神障害者の生活行動の範囲
を広げ¥より多様な社会活動への参加を可能と
する.
(5) 生活技能
既に述べた通り，日常生活活動の中で「調理」
をする人の割合は最も低かったが，一方，独居
者は家族との同居者に比べ「調理」をする割合
が有意に高かった.このことは，独居者の多く
が家族の援助なしに生活保護等によって独立し
た生計を維持し， I調理」を含む家事全般を担っ
ている結果といえる.
したがって，独居者や食生活に援助が必要な
人では，簡便な「調理」の技能を習得したり，
調理済み食品を活用し食事の準備が過度の負
担とならずに栄養バランスのとれた食生活を維
持できることが求められるそのためには，調
理済み食品の選択と簡便な調理法が容易に体得
できる料理教室を，デイケアプログラムで実施
することが必要である.
3聞社会参加への要望に応える看護援助について
精神障害者は，疾患の慢性経過の中で， 日常生活活
動および能力が低下し本人，家族の社会的支援ネッ
トワークは弱体化して孤立化するため，専門的な支援
が必要とされている肌同.
社会参加を支援するためには，障害者の社会参加に
向けたニーズを把握しその個人の特性に応じたきめ
細かな援助が必要といえる.社会参加の形態は，居住
環境，社会適応能力，地域での社会資源，サポートネッ
トワーク等障害者の置かれた状況によって様々で，家
庭生活を主体としたものから職業訓練，就労に至るも
のまである凶，お)
本研究では，精神障害者の社会参加に繋がるサービ
スや資源@法制度等への要望を調査し要望と関連し
た対象者の特性および有意な関連はみられなかったが
新たな労働とのクロス集計も参考に看護援助を考察す
る.
1 )デイケア
「デイケア」への要望は，男性および職歴の有
る人の約6割，分裂病以外の人，および入院歴の
無い人のそれぞれ8割を占めていた.本調査対象
の大半が通う保健所デイケアは週に 1回の頻度で
あるため，週2回以上の通所要望をしばしば聞く
ことがあった.特にデイケアの回数増加への要望
は，家庭や地域での役割や安心できる居場所が限
られている場合，仲間の集うデイケアへの期待が
高まったためといえる. したがって，要望を持っ
たこれら特性の人に対して具体的な要望内容を聞
き入れ，デイケア以外での過ごし方や居場所が確
保出来るよう支援すると共に，要望をデイケアの
プログラム反映させることが求められる.
2 )相談の拡充
「相談の拡充」とは保健婦や相談員への相談回
数や相談時間の拡大に対する要望で，支援者数の
少ない人はサポートネットワークが狭いためお)，
「相談の拡充」への要望が有意に高かったといえ
る.そのため，デイケア通所者のサポートネット
ワークおよび支援者，過去の経歴等を十分把握し
て，相談を拡充することが必要といえる.
また，職歴を有する人はこの要望が有意に高かっ
たものの，新たな労働への影響は今回みられなかっ
たため，就労への相談も更に拡充することが重要
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である.
3)憩いの家
仲間が集える「憩いの家」のような居場所への
要望は，分裂病以外の診断名や支援者が少ない等
の人にニーズが高く，安心できる居場所の確保や
紹介が重要な支援に繋がるといえる.近年，保健
所デイケアの機能のーっとして「居場所」や「憩
いの場」等が取り上げられているが仇切り地域特
性およびメンバーのニーズに応じ多様な機能を
デイケアが積極的に担うことが必要といえる.
4 )年金・生活保護
障害年金，生活保護の拡充に対する要望は，現
在の受給の有無とは関係なく「分裂病以外J;1支
援者5人未満J，1職歴有」の群で要望する割合が
高いことが明らかになったが，現在の生活保護受
給割合は独居者において特に高いため，これらの
群に対しても生活の困窮程度の把握や経済面の相
談が求められる.
5 )時間労働
向精神薬の内服に加え体力低下や易疲労傾向等
の特徴を有する闘精神障害者に必要な「時間労働J
とは，週に 3r.___，4日， 1 日 4~5 時間程度の短時
間労働可能な職場への要望を意味する.この様な
「時間労働Jに対する要望は，支援者が5人未満
の群ではサポートネットワークが小さいが故に，
雇用や福祉サービスに対する要望割合がより高かっ
たと考えられる.
一方，一般就労への足掛かりとなる「職業訓練
所J，への要望は最も多く，デイケアプログラム
に職業訓練施設への見学等を組み込み，労働ニー
ズを掘り起こすことが重要と考えられる.
6)援護寮
「援護寮Jは全国で176箇所 (1999)耐と十分
普及してはいない.また，生活の自立程度が比較
的高い本デイケア通所者にとって， 12年間の宿
泊による日常生活の訓練」削の必要性は低かった
と考えられる. したがって，援護寮は当面の宿泊
や食事に困窮し生活訓練等の必要性が生じた場
合に，適宜紹介する事が支援に繋がるといえる.
一方，地域での生活者の視点からは，宿泊訓練施設
よりも在宅での支援，すなわちホームヘルプサービス
等の充実が望まれる.東京都では1997年度からモデル
事業として精神障害者ホームヘルプサービスが数カ所
の自治体(区)で指定され，食事，清潔，買い物等の
日常生活活動および生活の広がりなどの社会的機能が
向上し621精神障害者の生活の質およびノーマライゼー
ションに寄与している.
7)作業所
作業所への要望は，分裂病以外の診断名や職歴
を有する人に要望が高かったが，新たな労働への
関連は特にみられなかった.作業所は， 日中働く
場，生活リズムの確立や再発@再入院の予防，仲
間づくり，就労への準備等の多様な機能や役割を
有するが引法定外施設であるため地域格差も大
きいとされる叫.
作業所の普及率，補助金共に本対象者の在住地
域では，東京など大都市圏に比べ低い傾向にある
ため，全体での要望割合も半数を下回ったと考え
られる.
しかしながら，作業や生産活動を通しての労働
はデイケアでは担えない機能であるため，作業所
との連携を密接にとりながら紹介や開拓等の支援
を行うことが必要である.
4 .新たな労働に影響する撮念変数閤の関係について
本研究の結果から， 1対象特性」は日常生活活動，
病状の安定，社会参加への要望，新たな労働との間に，
「日常生活活動」は病状の安定，対象特性，新たな労
働との聞に， 1病状の安定Jは日常生活活動，対象特
性との間に， 1新たな労働」は日常生活活動，対象特
性との聞に各々有意な関連@影響因子が抽出され，概
念変数は一部を除き各関係が認められた.
特に，精神障害の特徴を反映した「対象特性」は，
精神障害者特有の「日常生活活動」との聞において多
数の関連性が検出されたため，これらの概念は相互に
関係が強かったと考えられる.
一方， 1病状の安定」と「新たな労働Jとの関連はみ
られなかったが，慢性期精神障害者においては，精神
症状，診断分類と将来の就労の関連は殆どなく，むし
ろ個人の就労能力の影響の方が大きいと報告されてい
る臼)また，精神科退院患者の追跡調査では心理社会
的なサポートと社会生活技能については，就労群が非
就労群よりも有意に高いとされているが，病歴，職歴，
個人の特性については両群に差がないとされる“)
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本研究においても，病状の安定では両群に差はみら
れなかったが，社会生活技能の一部と考えられる「時
聞を守るj，I会話をする」割合が新たに働いた群では
有意に高く，支援者も新たに働いた群では多い傾向に
あった.また，支援者数は「悪化時相談j，I時間を守
る」と関連して「新たな労働」に影響を及ぼしていた
ため，図4に示したノミス解析67)によって，背景要因で
ある支援者数が「公共機関利用j，I自主的挨拶j，I会
話j，I悪化時相談j，I時間を守るJ等の日常生活活動
に及ぼす影響を検討した.そしてそれら日常生活活動
が「病状の安定」と「新たな労働Jに及ぼす影響， さ
らに「病状の安定」から「新たな労働」へ及ぼす影響
を検討した.
〆@
|公共利用 l~ ー 24 @ 
カイ2乗=50.356 
自由度=16 
確率水準=0.000 
図4圃新たな労働および病状の安定に影響を
及ぼす変数のパス解析 (N=130)
「公共機関の利用Jは， 日常生活活動を構成する
「課題の遂行」因子に含まれる変数であるが，支援者
数の影響を受けずに「病状の安定Jに影響していた.
また， I自主的挨拶j，I会話」はそれぞれ日常生活活
動を構成する「自律」因子に含まれる変数であるが，
支援者数の影響を受けずに「病状の安定」および「新
たな労働」に影響していた.
一方、支援者数の影響を受けて新たな労働に影響を
及ぼす変数は，それぞれ日常生活活動を構成する「病
気管理」因子および「日課」因子に含まれる変数で，
「悪化時の相談j，I時間を守るJであることがパズ解
析から改めて示された.
さらに，パス解析においても，病状の安定から新た
な労働に対しての影響はみられなかった.WHOの障
害概念モデ、ルは本研究結果とは異なり、病状と労働の
関連がみられる.WHOのモデ、ルは身体障害の概念じ
漸次精神障害の概念を加え心身障害全般の概念として
拡大発展しつつあり夙精神障害の概念を十分表して
いるとは言い難い.また，社会参加，健康状態，心身
機能，活動，および個人@背景因子等の相互関連は現
在検証途中刷で，今後精神障害での検証が進めば
WHOのモデルは修正される可能性が示された.
本研究において， I社会参加への要望Jが「新たな
労働jへの関連・影響因子として検出されなかったこ
とは，労働に直結する要望項目が僅かで，新たな労働
に至った割合も全体の1/5と少なかったことに加え，
労働を社会参加の一指標として代表させたことも一因
と考えられた. したがって，社会参加の概念および障
害者の社会参加ニーズを更に吟味・洗練していく必要
があると考える.
5 .デイケアにおける社会参加促進への看護援助
保健所デイケアは1975年に精神障害者の「社会復帰
相談指導事業」として位置づけられ，個別援助である
精神保健相談と密接に連動して展開されてきたが，限
られたマンパワーと資源の下で、社会参加への多様なニー
ズにどう応えるかが課題とされている70)
同様に，地方都市の保健所デイケアでは特に，病院
デイケアや大都市の保健所デイケアと違い，制約され
た人員と資源の中で社会参加ニーズに応えていく必要
がある.
社会参加の一つである労働に対しては，本研究成果
から精神障害者の日常生活活動や対象特性に応じた変
数を絞り込むことができた. 日常生活活動を構成する
因子である日課， 自律，病気管理を維持増進する事に
よって，デイケア通所者の社会参加の促進に繋がると
考えられる.そこで，表10に日課， 自律，病気管理各
国子それぞれから， I時間を守るj，I会話j，I悪化時
の相談」と，する人の背景としての支援者数を，新た
な労働に至った人の支援者数と併せて示し，看護援助
を検討した.
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表10. 1"時間を守るJ1"会話J1"悪化時相談」各回答群別の支援者数
時間を守る 企工広』 話
す る 群 5.82人 5.29人
しない群 4.25人 5.04人
P {I直 0.013 0.685 
「時聞を守る」ことや「会話」への援助は，既存の
デイケアプログラムを活用して組み込むことが可能で
あると考えられる.支援者数は「時間を守るJことを
する群では有意に多く， 1"悪化時相談」でも多い傾向
にあり，改めてこれらの日常生活活動の背景としてサ
ポートネットワークの重要性が示された.さらに，新
たな労働に至った群で、は7人近いサポートネットワー
クを抱え， 1"時間を守るj，1"悪化時相談」をする群の
中でも，特に支援者数の多い一部の人が労働を獲得し
たと考えられる. したがって，支援者が少ない傾向の
人に対しては， 1"大切な人，必要とする人」が一人で
も多く獲得でき，安定したサポートネットワークが確
立できる援助が重要である.
さらに， 1"会話j，1"悪化時の相談」は既に示した結
果からも「する」人の割合が約半数と低い傾向にある
が、これらの活動は新たな労働への予測因子として有
意であるため， コミュニケーション能力に繋がる自律
性を高める援助，および¥自ら相談が持ち込めるよう
な病気管理能力が身につけられる援助を行うことがデ
イケアにおいて重要である.
慢性期の精神障害者において，将来の労働予測因子
としては職歴が対象特性のうち最も有意で，臨床的に
は就労または保護就労の場で実際に獲得した，同僚や
上司との協調性，仕事をやり遂げる力，信頼される，
といった 3種類の基礎的就労適応能力が最も有意とさ
れるため71)，過去の「職歴」を把握することによって，
現在不足している能力を高め，保持している能力を活
かし「新たな労働」に繋げる援助が有効であるといえ
る.
また，精神科リハビリテーションを終了し働いてい
る精神障害者の調査からは，仕事の中断期間が 2年の
範囲で短いほど，退院後早期に再就労可能であること
が報告されている72) このことから，特に入院によっ
て働いていた仕事を中断した人の再就労を促進するに
悪化時相談 新 た な 労 働
5.70人 有群 6.52人
4.54人 無群 4.82人
0.064 P ~直 0.065 
各項目の回答群別の支援者数の平均値 t検定
は，退院後2年よりも早期に支援を開始することが効
果的である.
結果には示していないが，新たな労働に就いた群の
労働期間は半数の人からの回答では， 2ヵ月から最長
12ヵ月の範囲で，その平均は7.36ヵ月と短期であった.
労働の内訳は既に述べた通り，非常勤の労働が過半数
を占めてはいたが，短期の就労をも尊重し労働を積み
重ねていくことが重要といえる.また，退院後デイケ
ア通所を経て，労働までに要した期間は 1ヵ月から最
長84ヵ月で，その平均は25.48カ月であった. ロジス
ティック回帰分析では「退院後期間j 2年未満が労働
予測因子として有意な値を示し選択されたため，退院
後デイケアにおいて個人の日常生活活動や背景を十分
把握し，時期を逃さずに就労支援をすることが必要で
ある.
今回の調査では， 99人 (76.2%)の人は労働という
形態の社会参加に至らなかったが，殆どの人(89.7%)
は過去に職歴を有していたことから，今後条件が整え
ば働く可能性を残しているといえる.また，地域での
ボランティア， 自助グループ，作業所などの活動を通
して精神障害者が自尊心を回復し，徐々に経済活動を
伴った社会参加も視野に入れることが出来ると考えら
れるため，これらの活動への支援も重要である.
四.結語
精神障害者の社会参加促進要因を明らかにし支援
に向けた看護援助を見出すため，デイケアへの通所者
130人を対象に， 1"日常生活活動j，1"社会参加への要望」
および 1年間の「病状の安定」を調査し， 1"新たな労
働」を目的変数とし， クロス集計およびロジスティッ
ク回帰分析を実施した.
分析結果を考察した結果，デイケアにおける精神障
害者の社会参加を促進するための看護援助が以下のよ
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うに明らかになった.
1 .新たな労働を促進する日常生活活動への看護援助
1) 1時間を守る」ことへの援助
「時間を守る」ことは新たな労働を促進し， 5 
人以上の支援者を持つ人は「時間を守るJ人の割
合が有意に高いため，支援者数の広がりを通して
時間が守れるよう援助する事が必要である.
2) 1会話Jへの援助
「会話」は新たな労働を促進および予測するた
め，デイケアでの話し合いや会話技能向上に向け
たプログラムを取り入れ， 自律性を高める支援を
することが重要である.
3) 1悪化時の相談」への援助
「悪化時の相談」は新たな労働を促進および予
測し 5人以上の支援者を持つ人は「悪化時の相
談」をする割合が有意に高く，支援者数の拡大を
通して相談が持ち込めるような病気管理能力が身
に付くように援助することが必要である.
2 .新たな労働を促進する対象の特性に応じた看護援
助
1 )過去の「職歴」把握
過去の「職歴」が新たな労働を促進するため，
職歴を把握し現在不足している労働への適応能
力を高め，保持している適応能力を活かし新た
な労働に繋げ，短期の労働をも支援することが重
要である.
2)退院後期間 12年未満Jでの就労支援
退院後期間が新たな労働の促進と予測に寄与す
るため，退院後 12年未満」の期間で就労支援を
開始することが重要である.
本研究の限界と今後の課題
精神障害者の調査研究では対象者と調査者の人間関
係が最も優先されるべき事柄と考え，本研究では調査
に先だって対象者個々との関係形成や調査の説明と同
意に一定期間費やし延べ調査期間が非常に長期に及
んだ.また，調査施設および対象の特徴によって一部
調査方法が異なったため，一斉調査と比較した場合デー
タの均一性に限界があることは否めない.
新たな労働へは「退院後期間J2年未満が寄与して
いたが，本研究では入院等に伴った労働の中断期間は
調査していないため，さらに入院による労働の中断期
間と再就労に至る時期を検討することで，より適時に
就労支援が可能と考える.
また，社会参加の形態および精神障害者の社会参加
ニーズを更に吟味し調査を行っていく必要があると
考える.今後はこれらの点を視野に入れて研究を積み
重ね，デイケア通所者のみならず在宅精神障害者に対
しても研究成果を一般化する事が課題である.
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